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令和２年度大村市水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和２年度大村市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数 ４３，５８０戸 

（２）年間総給水量 １０，８３９，０００㎥ 

（３）一日平均給水量 ２９，６９６㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

配水管敷設事業 ３４９，４１４千円 

配水管等更新事業 ２９３，５９９千円 

浄水処理変更事業 ３４４，３８３千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

第１款 水道事業収益 ２，４５５，０７９千円 

第１項 営業収益 ２，２０１，９６２千円 

第２項 営業外収益 ２５３，１１４千円 

第３項 特別利益 ３千円 

支 出 

第１款 水道事業費用 ２，０４４，２９３千円 

第１項 営業費用 １，７９１，７５１千円 

第２項 営業外費用 ２４１，１０６千円 

第３項 特別損失 １，４３６千円 

第４項 予備費 １０，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額１，１３１，５５３千円は、消費税及び地方消費税資本的収

支調整額１２５，９３３千円、過年度分損益勘定留保資金７９６，８０９千円及び当

年度分損益勘定留保資金２０８，８１１千円で補塡するものとする。）。 
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収 入 

第１款 資本的収入 １，１４６，１６０千円 

第１項 企業債 ８４２，７００千円 

第２項 他会計負担金 １１，５４０千円 

第３項 補助金 １２３，２１１千円 

第４項 工事負担金 １２３，４４９千円 

第５項 固定資産売却代金 １千円 

第６項 寄附金 １千円 

第７項 加入金 ４５，２５８千円 

支 出 

第１款 資本的支出 ２，２７７，７１３千円 

第１項 建設改良費 １，４２３，５２２千円 

第２項 企業債償還金 ８４４，１９１千円 

第３項 予備費 １０，０００千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 

 

 

 

 

水道整備事業費 

千円 

 

 

 

 

８４２，７００ 

 

 

 

 

 

証書借入 

 

年利 5.0％以内 

 

 ただし、利率

見直し方式で借

入れる資金につ

いて、利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 

政府資金又は地方公共

団体金融機構資金につい

ては、その貸付条件によ

る。その他の資金について

は貸付先と協議して定め

る。 

ただし、企業財政その他

の都合により、据置期間及

び償還期限を短縮し、若し

くは繰上償還又は低利債

に借換えすることができ

る。 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）営業費用と営業外費用 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費 ２７０，６８５千円 

（２）交際費 ８０千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 水道事業における水源開発、簡易水道建設に伴う企業債の元利償還等に充てる

ため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２０２，０６３千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、６０，０００千円と定める。 

 

 

 

 

令和２年２月２７日提出 

 

大村市長  園 田  裕 史 
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収益的収入及び支出

予定額
（千円）

備 考

1 水道事業収益 2,455,079

1 営 業 収 益 2,201,962

1 給 水 収 益 2,189,395 水道料金

2 そ の 他 営 業 収 益 12,567 工事負担金ほか

2 営業外収益 253,114

1 受取利息及び配当金 45 預金利息ほか

2 他 会 計 補 助 金 90,881 一般会計補助金

3 長 期 前 受 金 戻 入 148,807

4 雑 収 益 13,381 小水力発電売電収益ほか

3 特 別 利 益 3

1 固 定 資 産 売 却 益 1

2 過年度損益修正益 1

3 そ の 他 特 別 利 益 1

予定額
（千円）

備 考

1 水道事業費用 2,044,293

1 営 業 費 用 1,791,751

1 原 水 及 び 浄 水 費 387,399

2 配 水 及 び 給 水 費 328,625

3 業 務 及 び 総 係 費 263,236

4 減 価 償 却 費 797,263

5 資 産 減 耗 費 15,178
固定資産の除却又は廃棄に要
する経費

6 そ の 他 営 業 費 用 50 材料売却原価

2 営業外費用 241,106

1 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

2 消費税及び地方消費税 50,000 消費税及び地方消費税納付分

3 雑 支 出 201 不用品売却原価ほか

3 特 別 損 失 1,436

1 固 定 資 産 売 却 損 1

2 過年度損益修正損 1,434 過年度調定分還付金ほか

3 そ の 他 特 別 損 失 1

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

令和２年度大村市水道事業会計予算実施計画

収 入

款 項 目

190,905 企業債の支払利息

支 出

款 項 目
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的収入 1,146,160

1 企 業 債 842,700

1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 842,700 配水管敷設事業ほか

2 他 会 計 負 担 金 11,540

1 他 会 計 負 担 金 11,540
消火栓設置工事に対する一般
会計負担金

3 補 助 金 123,211

1 国 庫 補 助 金 12,029
松原浄水処理変更事業に対す
る補助金

2 他 会 計 補 助 金 111,182
簡易水道債元金償還に対する
一般会計補助金

4 工 事 負 担 金 123,449

1 工 事 負 担 金 123,449

5 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1

6 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1

7 加 入 金 45,258

1 加 入 金 45,258
給水装置の新設、改造工事
申込者からの水道利用負担金

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的支出 2,277,713

1 建 設 改 良 費 1,423,522

1 建 設 改 良 費 1,405,760 配水管敷設工事ほか

2 固 定 資 産 購 入 費 17,761 量水器ほか

3 投 資 1

2 企 業 債 償 還 金 844,191

1 企 業 債 償 還 金 844,191 企業債の元金償還

 上水道債　   627,390千円

 旧上部南部簡易水道債

　　　　　    125,880千円
 旧北部東部南川内簡易水
 道債

　　　　　     90,921千円

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

支　　   出

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　   入

款 項 目
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1

退職給付費

（千円）

(6) 37,545

(6) 37,545

(3) 38,325

(3) 38,325

(3) △ 780

(3) △ 780

ア 会計年度任用職員以外の職員

退職給付費

（千円）

(3) 37,545

(3) 37,545

(3) 38,325

(3) 38,325

△ 780

△ 780

前年度 5,378 2,217 1,184 17,772 1,869 47,207

備考　(　)内は、再任用短時間勤務職員について外書きする。

比較 △ 1,082 △ 507 △ 171 8,002

手
当
の
内
訳

手 当 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

勤務手当

1,013 17,772 1,869 55,209

備考　(　)内は、短時間勤務職員について外書きする。

△ 1,955

本年度 4,296 1,710

△ 1,157

資本勘定支弁職員 △ 989 670 △ 319 △ 479 △ 798

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外 管理職 期末勤勉

手 当

比

較

損益勘定支弁職員 △ 4,694 5,572 98 △ 1,255

合 計 △ 5,683 6,242 △ 221 △ 1,734

手 当 手 当

合 計 1 27 114,027 75,627 227,979 37,338 265,317

31,575 229,482

資本勘定支弁職員 4 16,743 13,329 30,072 5,763 35,835

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 1 23 67,870 198,005 30,320 228,325

資本勘定支弁職員 4 13,999 29,753 5,284 35,037

合 計 1 108,344

15,754

27 81,869 227,758 35,604 263,362

法　定
福利費

合　　計

期末勤勉

8,769

手 当

55,976

1,869 47,207

（千円） （千円） （千円） （千円）

4,296

前
年
度

損益勘定支弁職員 1

給　料

（千円）

92,590

区 分

職   員   数 給 与 費

特別職 一般職 報　酬 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

23 97,284 62,298 197,907

比較 △ 1,082 △ 507 △ 99

手
当
の
内
訳

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外 管理職

手 当 手 当 手 当 勤務手当 手 当

（千円） （千円）

5,378 2,217 1,184 17,772

△ 798

合 計 5,444 △ 5,683 7,081 6,062 △ 694 5,368

資本勘定支弁職員 △ 989 670
比

較

前年度

本年度 17,772 1,869

6,411 6,381 △ 215

合 計 1 27 37,338

△ 319 △ 479

1,710 1,085

前
年
度

損益勘定支弁職員 1 23 97,284 62,298 197,907 31,575 229,482

資本勘定支弁職員 4 16,743 13,329

損益勘定支弁職員

30,072 5,763 35,835

1 27 5,444 108,344 82,708 234,041 36,644 270,685

6,1665,444 △ 4,694

114,027 75,627 227,979 265,317

（千円） （千円）

給 与 費 明 細 書

31,360 235,648

資本勘定支弁職員 4 15,754 13,999 29,753 5,284 35,037

23 5,444 92,590 68,709 204,288

（千円）

合 計

総　　括

区 分

職   員   数 給 与 費 法　定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 1

（人） （人） （千円）
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イ 会計年度任用職員

退職給付費

（千円）

(3)

(3)

(3)

(3)

２ 　給料及び手当の増減額の明細

３

(1) 職員１人当たり給与 (2) 初任給

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

150,600

平成３０年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 303,343

平 均 給 与 月 額 372,463
大学卒 182,200 182,200

平 均 年 齢

356,846

38.9

本
年
度

高校卒 150,600

39.9

　給料及び手当の状況

区 分 企 業 職

区 分 企業職（円）
一般会計の制度

行政職（円）令和元年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 286,107

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

その他の増減分 6,563  異動等による
手　当 7,081

△ 7,905  異動等による

制度改正に伴う増加分 518

給　料 △ 5,683

給与改定に伴う増加分 216

昇給に伴う増加分 2,006  定昇率1.86％

その他の増減分

767

区　分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　明 備　考

比較 72 767

備考　（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きする。

手 当 手 当

1,040 7,323

手
当
の
内
訳

区 分

通 勤 期 末

比

較

前年度

（千円） （千円）

本年度 72

合 計 5,444 839 6,283

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 5,444 839 6,283 1,040 7,323

1,040 7,323

6,283

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

本
年
度

合 計 5,444 839 6,283

1,040 7,323

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 5,444 839

給 与 費 明 細 書

区 分

職   員   数 給 与 費 法　定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（千円） （千円）（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）
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(3) 級別職員数（かっこ書きは再任用職員）

11.5

15.4

26.9

7.7

(3) (100.0) (3) 23.1 (100.0)

15.4

(3) (100.0) (3) 100.0 (100.0)

（級別の標準的な職務内容）

(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当（かっこ書きは再任用職員）

(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7) その他の手当

企　業　職

27

26

26

（人）

96.3%比率（Ｂ）／（Ａ）（％） 82.1%

22

６号給

区 分

８号給 （人）

企　業　職

７級

令和元年
１２月１日現在

平成３０年
１２月１日現在

１級 5 18.5 １級 4

計 27 100.0 計 26

３級 1 3.7 ３級

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期

退職者特例措置
2％～45％加算

通 勤 手 当 同 じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

一 般 会 計 の
制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期

退職者特例措置
2％～45％加算

区　分
20 年 勤 続 25 年 勤 続 35 年 勤 続 最 高 限 度 額 そ の 他 の

備　考
の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) （月分） 加 算 措 置 等

一般会計の制度 2.250 (1.175) 2.250 (1.175) 4.50 (2.35) 有

前年度 2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.45 (2.35) 有

備　考
６月(月分) １２月(月分) （月分）

本年度 2.250 (1.175) 2.250 (1.175) 4.50 (2.35) 有

区 分
支給期別支給率 支給率計 職 制 上 の 段 階 、

職 務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

４級
　１　係長の職務
　２　主任の職務

本　年　度

企 業 職

６級 　課長の職務 ２級 　相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

５級 　課長補佐の職務 １級 　定型的な業務を行う職務

７級 　部長の職務 ３級 　主査の職務

前　年　度

区　分 職員の級 職員数(人) 構成比(％) 区　分 職員の級

2

２級 8 29.7 ２級 6

3 11.1 ５級 4

４級 7 25.9 ４級 7

５級

７級

職員数(人) 構成比(％)

６級 3 11.1 ６級 3

職員数（Ａ）（人） 28

昇給に係る職員数（Ｂ）(人） 23

号給数別内訳

２号給 （人） 1

４号給 （人）
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期 間 金 額 期 間 金 額 自 己 資 金

千円 千円 千円 千円

大村市水道施設等運転
管理業務委託

614,860
平成29年度から
令和元年度まで

363,098
令和2年度から
令和3年度まで

251,762 251,762

大村市上下水道局料金
徴収等業務委託

370,118 令和元年度 71,423
令和2年度から
令和5年度まで

298,695 298,695

水道料金等のコンビニエ
ンスストア収納事務委託

事務委託に
要する経費

令和元年度 －
令和2年度から
令和5年度まで

限度額に同じ 限度額に同じ

大村市水道施設等運転
管理業務委託（その２）

4,555 － －
令和2年度から
令和3年度まで

4,555 4,555

大村市上下水道局料金
徴収等業務委託（その
２）

5,484 － －
令和2年度から
令和5年度まで

5,484 5,484

左の財源内訳

債務負担行為に関する調書

事 項 限度額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生 支 払 義 務 発 生

（ 見 込 ） 額 予  定  額
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千円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 325,618

減価償却費 797,263

固定資産除却費 15,177

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 259

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,777

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,412

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 52

修繕引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 148,807

受取利息及び配当金 △ 45

支払利息 190,905

有形固定資産売却損益（△は益） 1

未収金の増減額（△は増加） △ 23,356

未払金の増減額（△は減少） 101,566

たな卸資産の増減額（△は増加） 220

前払金の増減額（△は増加） 0

前受金の増減額（△は減少） △ 50

預り金の増減額（△は減少） 0

小計 1,281,370

利息及び配当金の受取額 45

利息の支払額 △ 190,905

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,090,510

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,307,588

有形固定資産の売却による収入 1

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 10,935

一般会計からの繰入金による収入 111,998

負担金による収入 153,371

出資金による収入 0

寄附金による収入 1

その他投資による支出 △ 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,031,283

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 842,700

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 844,191

その他の企業債による収入 0

その他の企業債の償還による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,491

資金増加額（又は減少額） 57,736

資金期首残高 1,011,720

資金期末残高 1,069,456

令和２年度大村市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 322,301,590

ﾛ 600,170,566

△ 333,429,829 266,740,737

ﾊ 28,953,430,604

△ 12,193,722,143 16,759,708,461

ﾆ 7,519,699,972

△ 5,493,264,363 2,026,435,609

ﾎ 20,817,900

△ 16,357,195 4,460,705

ﾍ 90,894,660

△ 67,734,319 23,160,341

ﾄ 0

19,402,807,443

(2)

ｲ 188,700

ﾛ 2,009,327

2,198,027

(3)

ｲ 108,530

108,530

19,405,114,000

2

(1) 1,069,456,243

(2) 358,237,562

△ 1,127,000 357,110,562

(3) 50,000

(4) 14,507,479

(5) 0

1,441,124,284

20,846,238,284

減 価 償 却 累 計 額

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

令和２年度大村市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和３年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

減 価 償 却 累 計 額

資　　　産　　　の　　　部　

建 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

そ の 他 投 資

電 話 加 入 権

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

前 払 金

資 産 合 計

投資その他の資産合計

保 管 有 価 証 券

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品
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3

(1)

ｲ 10,112,902,777

10,112,902,777

(2)

ｲ 116,772,875

ﾛ 109,676,621

226,449,496

10,339,352,273

4

(1)

ｲ 867,409,633

867,409,633

(2) 413,190,398

(3) 4,525,890

(4)

ｲ 17,180,000

ﾛ 2,707,000

19,887,000

(5) 23,734,308

(6) 50,000

1,328,797,229

5

(1) 5,708,510,878

(2) △ 1,860,307,475

3,848,203,403

15,516,352,905

6 3,691,199,588

7

(1)

ｲ 462,602,491

ﾛ 4,635,543

ﾊ 2,377,481

ﾆ 85,614,194

ﾎ 6,292,204

ﾍ 1,544,407

ﾄ 631,872

ﾁ 7,400,000

571,098,192

(2)

ｲ 建設改良積立金 200,000,000

ﾛ 867,587,599

1,067,587,599

1,638,685,791

5,329,885,379
20,846,238,284

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

預 り 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

加 入 金

寄 附 金

他 会 計 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

引 当 金 合 計

剰 余 金

流 動 負 債

預り保証有価証券

長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に

企 業 債 合 計

未 払 金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

企 業 債

負　　　債　　　の　　　部　

固 定 負 債

負 債 資 本 合 計

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

収 益 化 累 計 額

利 益 剰 余 金 合 計

資　　　本　　　の　　　部　

工 事 負 担 金

資 本 金

前 受 金

充てるための企業債

資 本 剰 余 金

引 当 金

充てるための企業債

建設改良費等の財源に

企 業 債 合 計
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千円 千円 千円

1 営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 1,957,442

(2) そ の 他 営 業 収 益 27,517 1,984,959

2 営 業 費 用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 402,653

(2) 配 水 及 び 給 水 費 267,738

(3) 業 務 及 び 総 係 費 220,607

(4) 減 価 償 却 費 891,092

(5) 資 産 減 耗 費 18,708

(6) そ の 他 営 業 費 用 50 1,800,848

営 業 利 益 184,111

3 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 54

(2) 他 会 計 補 助 金 91,113

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 142,928

(4) 雑 収 益 12,175 246,270

4 営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 及 び 202,432

企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 雑 支 出 2,002 204,434 41,836

経 常 利 益 225,947

5 特 別 利 益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 1

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1

(3) そ の 他 特 別 利 益 1 3

6 特 別 損 失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 1

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,026

(3) そ の 他 特 別 損 失 1 1,028 △ 1,025

224,922

515,855

0
740,777

令和元年度大村市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで） 

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金
変 動 額
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 321,949,590

ﾛ 600,170,566

△ 320,708,829 279,461,737

ﾊ 27,677,454,604

△ 11,619,724,143 16,057,730,461

ﾆ 7,515,705,972

△ 5,288,680,363 2,227,025,609

ﾎ 20,817,900

△ 14,893,195 5,924,705

ﾍ 78,807,660

△ 63,741,319 15,066,341

ﾄ 0

18,907,158,443

(2)

ｲ 188,700

ﾛ 2,512,327

2,701,027

(3)

ｲ 107,530

107,530

18,909,967,000

2

(1) 1,011,720,062

(2) 334,881,787

△ 1,386,000 333,495,787

(3) 50,000

(4) 14,727,479

(5) 0

1,359,993,328

20,269,960,328資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

前 払 金

電 話 加 入 権

流 動 資 産

現 金 預 金

保 管 有 価 証 券

構 築 物

車 両 運 搬 具

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

令和元年度大村市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和２年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資　　　産　　　の　　　部　

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

機 械 及 び 装 置

そ の 他 投 資

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

ソ フ ト ウ ェ ア
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3
(1)

ｲ 10,142,040,777

10,142,040,777
(2)

ｲ 95,995,875
ﾛ 109,676,621

205,672,496
10,347,713,273

4
(1)

ｲ 839,762,633

839,762,633
(2) 311,624,442
(3) 4,575,890
(4)

ｲ 14,768,000
ﾛ 2,759,000

17,527,000
(5) 23,734,308
(6) 50,000

1,197,274,273
5
(1) 5,432,205,878
(2) △ 1,711,500,475

3,720,705,403
15,265,692,949

6 3,542,392,588
7
(1)

ｲ 462,602,491
ﾛ 4,635,543
ﾊ 2,377,481
ﾆ 85,614,194
ﾎ 6,292,204
ﾍ 1,544,407
ﾄ 631,872
ﾁ 7,400,000

571,098,192
(2)

ｲ 建設改良積立金 150,000,000
ﾛ 当年度未処分利益剰余金 740,776,599

890,776,599
1,461,874,791
5,004,267,379

20,269,960,328

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

企 業 債

引 当 金
賞 与 引 当 金

建設改良費等の財源に

前 受 金

修 繕 引 当 金

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債 合 計
充てるための企業債

負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

引 当 金 合 計
法 定 福 利 費 引 当 金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金
資 本 剰 余 金

預 り 金

剰 余 金

資　　　本　　　の　　　部　

長 期 前 受 金

預り保証有価証券

負　　　債　　　の　　　部　

負 債 資 本 合 計

寄 附 金

利 益 剰 余 金 合 計

他 会 計 負 担 金
加 入 金

利 益 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 金

固 定 負 債

資 本 合 計

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

長 期 前 受 金

繰 延 収 益

未 払 金

充てるための企業債

企 業 債
建設改良費等の財源に
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注記 

 

  Ⅰ 重要な会計方針 

    平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   建物          １５～５０年 

   構築物         １０～５０年 

   機械及び装置      １５年 

   工具・器具及び備品   ４～１５年 

（２） 無形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   ソフトウェア      ５年 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金  

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

（２） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

（４） 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上し

ている。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

  令和２年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し 

て１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は２，１３０， 

１８０千円である。 

２ 令和元年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

令和元年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１３，６３ 

２千円を取り崩すこととする。 

  （２）法定福利費引当金の取崩し  

     令和元年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、 

法定福利費引当金２，６６５千円を取り崩すこととする。 

  （３）貸倒引当金の取崩し 

     令和元年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１，６５６ 

千円を取り崩すこととする。 

  ３ 令和２年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

  （１）賞与引当金の取崩し 

令和２年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１４，７６８ 

千円を取り崩すこととする。 

  （２）法定福利費引当金の取崩し  

     令和２年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、 

法定福利費引当金２，７５９千円を取り崩すこととする。 

  （３）貸倒引当金の取崩し 

     令和２年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１，３８６千 

円を取り崩すこととする。 

 

 Ⅲ その他注記 

   新会計基準移行に係る経過措置 

（１）退職給付引当金に関する経過措置 

会計基準変更時差異（３１１，６４７千円）については、平成２６年度から職員の退職まで 

の平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を費用処理している。 
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（２）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り 

崩すこととする。 

（３）リース資産に係る経過措置 

リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引については、引き続き通常の賃 

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（４）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本 

剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産 

で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべて 

の資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象

とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

（５）大村市簡易水道事業の統合 

平成２９年度から、大村市簡易水道事業の資産、負債、資本等をすべて引き継いで、財務諸 

表等を作成している。 
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